
（款）　 （項）　5総務管理費 （目）　59定額給付金給付費

◎定額給付金給付の経費

【総合計画上の位置づけ】

【事業の目的】
対象

意図

効果

【事業の内容】
(1)

・

・

・

【事業費】

主な支出内訳
・

主な特定財源
・

】

計画の前提

行財政運営：地方分権社会に対応した持続可能な行財政基盤の確立と効果的な都市経営
をめざします

市民

10総務費

定額給付金給付事務 【 定額給付金等支給担当

定額給付金給付事務

市民への生活支援と地域振興に資することを目的とした定額給付金を給付するため。

地域経済の活性化と市民の生活安定の実現

平成21年度に継続して実施するため、翌年度へ繰越しを行った。

101

0

定額給付金給付事務
　超過勤務手当

給付対象者リストの作成及び定額給付金給付システムの開発等、定額給付金の給付に向け
た準備検討を行った。

広報等の媒体や説明会の開催等により、定額給付金の制度や趣旨について市民及び各団
体への周知を図った。

（単位：千円）

当初予算額 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額

816

0 114,261 917 113,344

　臨時的任用職員賃金

国県支出金 4,000



事務事業

№/名　称
事務事業 1404 定額給付金事務費

単　　　位

主管課 定額給付金等支給担当 関連課 経営企画課

分野名 行財政運営

目標
（目標値）
人口等の データ区分

データ 人　　　口
世　帯　数

運営資源 決算値

状　　　況 （国　・　県）

（負担金等）

（一般財源）

人員配置数

人 件 費

協　働　の
パートナー

事務事業
運営経費

市民１人当
りの経費

対象者１人
当りの経費

　２０年度事務事業の変更点（新規・廃止・縮小した個別事業）/事業仕分けの視点による妥当性の評価

変更額（千円） 妥当性※

※妥当性の評価

① 必要性なし

② 民間

③ 国・県

④ 現行どおり(鎌倉市)

年度 19年度 20年度 21年度

目標値 78,295

実績値

年度 19年度 20年度 21年度

目標値 5月1日

実績値

年度 19年度 20年度 21年度

目標値 5月中旬

実績値

年度 19年度 20年度 21年度

目標値

実績値

　　評価　　◎：目標を達成　　○：目標に向かって前進している　　△：横ばい　　×：後退している

　ベンチマーク（県内外自治体や民間団体との比較値）

団体名 横浜市 川崎市 藤沢市 逗子市 茅ヶ崎市 平塚市 小田原市
世帯数(H21.2.1) 1,559,152 641,875 170,109 23,965 92,436 104,232 77,403

申請書受付 5月18日 5月1日 4月24日 4月24日 4月16日 4月20日 4月1日

給付開始日 5月20日 5月15日 5月14日 5月15日 4月30日 5月15日 4月28日

平成21年度事務事業評価シート

22年度

22年度

指　　標

22年度 最終年度（　　年度）

備　　考

最終年度（　　年度）

5月28日

5.2円

定額給付金給付事業
については、平成21
年度繰越し事業、平
成20年度実績なしの
ため、評価を実施して
いません。

横須賀市
164,123

5月11日

市民の生活支援と地域の経済振興を目的とした定額給付金支給を給付する。

給付世帯約78,000世帯

総事業費

917千円 ※前年度事業なし

0千円

最終年度（　　年度）

職員配置数は、平成
20年4月1日現在配置
を基準としており、定
額給付金等準備担当
は平成21年2月12日
設置のため、0として
います。

22年度 最終年度（  年度）

-

917千円

評価

0千円

-

917千円 

・各年4月1日

77,430世帯 76,536世帯 75,611世帯

経企‐14 定額給付金給付事務
■サービス部門

□支　援　部 門

ザイムス
コード及び
個別事業
名

-

176,484人

評価

評価

評価

申請書受付開始日

指　　標

給付世帯数
（H21.2.1基準住基ベース）

給付開始日

指　　標

２０年度

事業の変更点・変更理由

指　　標

１９年度 １８年度

175,902人 175,051人

個別事業名

※前年度事業なし



A:充実又は拡大 C:統合又は縮小 E:事業完了 改善の必要性

B:現状のまま継続 D:廃止又は休止 有

A:充実又は拡大 C:統合又は縮小 E:事業完了 改善の必要性

B:現状のまま継続 D:廃止又は休止 有

担当部名 部長名

B

　平成21年4月27日に全世帯宛に申請書を郵送し、5月1日から給付開始するスケジュー
ルとしており、申請書の受付から給付に係る事務及び給付事業は平成20年度は実施して
いない。
　平成20年度は給付に向けた準備検討が主な業務であった。申請書の様式設定、受付体
制の決定等、過密なスケジュールでの調整となったが、国、県からの情報収集、近隣自治
体との情報交換等を密にした結果、大きなトラブルなく給付までの準備を整えることができ
た。

経営企画部 小村　亮一

一次評価（課長評価）

B

今後の方向性
　定額給付金事業の目的が地域経済の活性化及び市民の生活支援にあることから、市の他事業に与え
る波及効果も期待したい。本事業の事業効果を評価するには、給付後の情勢を注視する必要がある。

　5月1日の申請受付、5月中旬の振込みによる給付、5月下旬の現金給付に向けて事業実施方法の検討
や体制の整備をし、市民のニーズに応えつつ正確かつ迅速に給付できるよう取り組んでいく。

課題・問題点

未解決の課
題・問題点

今後の方針
（対応・改善）

創意・工夫・課
題等の改善点
20年度の成果

　定額給付金の給付に係る本市の取組としては、2月に定額給付金等準備担当を設置し、
情報収集、給付に向けた準備を進めていたが、関連法案の可決が3月までずれこんだた
め、年度内の給付は困難になった。しかしながら、なるべく早い給付開始を望む声が多く
寄せられたため、申請受付開始を5月1日に設定して準備を進めた。
　全世帯に振込または現金手渡しで給付するという前例のない業務であり、国、県、近隣
自治体等との情報交換をしながら本市にあった給付方法を模索する必要があったが、給
付までの時間が少ないうえに情報に乏しく、また国が示す方針が断片的で流動的であっ
たことから、定額給付金給付システムの開発を含む給付方法の決定や給付対象者リスト
の確定までの過程は、非常に困難な作業であった。

（20年度事務事業を実施するうえでの課題・問題点は、どのようなことでしたか）

（課題・問題点についてどのような創意工夫、改善をしましたか。また、どのような成果がありましたか）

（20年度事務事業の取組において対応（解決）できなかったものはどのようなことですか）

　システム開発は、情報推進課及び本市の住民基本台帳に精通する業者と協力すること
により、21年度の給付に向けて、不備なく調製することができた。
　法案可決後急増した電話問合せへの応対については、アルバイト職員を配置し、電話
応対のQA集を作成して対応することにより概ね適切に処理することができた。

創意・工夫・
課題等改善
状況

（上記対応できなかった課題・問題点について今後どのように対応（改善）していきますか）

平成21年度事務事業評価シート

二次評価（部長評価）

今後の方向性

担当課長氏名： 鈴木　善博

　平成21年に始まる申請受付・給付においては、振込による給付と現金給付が混在するこ
ともあり、事務処理は慎重かつ効率的に行うことが求められる。審査や給付に係る事務を
より正確に効率よく行うため、審査のマニュアル化やアルバイトを含む職員のレベルアップ
を徹底していく。


